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H•F ・シャーマン著

「中国にふ、けるイテ、、

オロギーと組織J

I Iド Schurmann,Ideolog，• ιmd 01y;w1ization in 
('o川川unistChina, London, Carnhndgc Univer-
sity l'ress, 19(i6, xlvi十S40p.

答者は，パークレーのカリブオルニア大学社会学教授

に＇I'同研究センターにも関係しており，本書以外にも

数多く （.＇）論文を発表しているυEr三r;:1t:t，本舎とは別
九険会にに化大革命を予言すふんミにみえノ＇.1,fiitt説を行なっ

f：ここかめるが，そのIJIJか「1、それにfijJ－；：；分析視点が

そjlが本書にまでったが）ご ιき〈いノ，，＇rt 1 l. すな

わち，本舎のねF山、とするところは，＇ t＇同革命（ 19491'+:

かん今Hf川むまで）を現代後進悶革命のーつの想念型と

して分析しようとすることにあるように忠われる＂全体

は導入部と 7章から構成されており，まず，導入部で著

fiの11¥l出管識を示すと同時k，で行 l校勺イギオ口ギ一分

Vi••',: hfi.1，＇，第2章以下で組織分析にfちり， R体的に党，
J'文i{f'{h：；，統制，都市，村治とL、＇Iこ｜！日泌がモノグラフ

) 'J ！仁rriで展開される。 一，r唱 ・，：，じとu(c午了＇｝’）章は組織構
；：＇；、・／） ），／）類型Fの分析に，が4ド7とjf;i)1 

；ニつの類型の分triに当てr，れ，都市と農村の章は組織の
具体的導入の事例を示しているが，各箪聞の相互連関け：

が論理上においても概念上においても，明確な形で説明

されないため，各章はそれ自体一つの小論文といった体

裁を持ち，したがって全体としての結論も明らかにされ

な、、 ：にここでは，それゆえ，将人部， fデオロギ－

:,j i:i J.11/¥J：弘組織分析の問題どい「，大邦どな区分によっ

て.j,,Ri：抗うことにし，そ山＇.？／， mr¥iと民Hの章を省略

γろが‘ 全体の理解には，モれほピ♂）J;t;；／暗号与えないだ

人りと，l心う。

（注 1) 刊行幸子作としては， H.p目 Schurmann,

Economic Struct叫向。fthe Yuan Dynasty・ Tγans-
latio司 ofCha.世teγs93 and 94 of the Yua百 Shih

(Cambridge, Mass., Harvard Univ. Press, 1956）と

’！＇he 孔fo；百•gols of Afghanistαn: An J,;tfwogγ品会•hyof

the J lnn!(ols and Relat山I！＇，•，小l山 u/ ,¥fgh創出tan

(I l州 IIピサ Mouton, 195:!) ド＇，； z ' . , F. Schur-

響評

mann，“China’s New Economic Policy: Transition 

or Beginning，＇’ The China Quarterly (Jan.-Mar. 

1964），“Organizational Principles of the Chinese 

Corntnu日目ts," The China Quarterly (Apr.-Jun. 

1%0) U牛；.Ifに類する分析視点た-t:t・ 。
rn 2) 木itの書かれた時期iよ交革Tl1Tf買に＂1たって

いら／I注文 ii~ A；，＼＼.命そのものには［（！f寄的i・.ft;;. i；ゐとこ
ノ勺 d込 1！，＇，＂ 切、ο

Ci主3) 本番の書評として， TheChina Quarterly’ 
(Oct.--Dec. 1966）に RichardH. Solomonによるも

のがあるが，各章の相互連関性についてわたくしと問

機の得価を下している。

II 

){f,-f t本I守の？干所でパーソンズ流の近代社会学（Y-J用語

そ使，ごいるが，その用語法自体仁ついては，近代社会

子イi'Jたものかん，かなりの溺たりを感じさせるr/1I y。最

初に本警の標題がその顕著な例を示してくれる。導入部

で示される事害者の問題意識は，中国革命をつき動かす原

動力は何かということなのだが，この標題にある「イデ

オロギーJと「組織jが基本的にはそれであろうという
のであろっその際「イデオロギーjに対立する本のとし

て，既存のエートス， 「組織jに対立するものとして続

行cn1>1：ミ体系が考えられてお9，それぞれfifj'j号が後者を

さ主 X主な；干后を通じて破壊し，それに取って代わると

こ人に中同革命rn特徴があるというのである。この問題

意識の漢には明らかにイデオロギーと組織を動態的なも

の，エートスと社会体系を静態的なものとして，とちえ

ようとする態度があるといえるのだが，このような概念

図式を持とうとするならば，より明確な概念的区別を行

なう必要があづた。本書においては，それがあいまいに

されたきF》b、がある。たとえば，近代社会学のわi］始者M・

ヴ1 ーペーが「7。ロテスタンテイズムjについて明確に

したkろに、エートスはそれ自体けっして静態的なもの

としてのみあるのではない（注2）。また組織は通｛析し社会

体系の下部体系として考えられてνるのだが，こうした
点にも著者の説明不足が目だっている。

以kのととを考慮しながら，導入部における箸者の問

題意識からみていくこととする。

著者は，まず社会体系を破壊する起爆カとして社会革

命なるものを考える。新興国においては，経済発j民と政

治（／＇.）；，（（， とLうごつの日擦が常に志向されるが，このこ

つのものを段階りに達成することは，歴史的には英国や
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アランスで可能であったとはL、三，現代においては不可

必である。しかもこの二つをr,-,J11Jrrr1に解決するとともい

っそろ困難になりつつあど｝が司なおかっとれを可能にす

るのが社会草命であるという。ところで社会革命の対象

となる社会体系には三つの中心的襲来があるという。一

つは文化ないしエートスであり，一つは身分と威信によ

ってうたえられたこr.l)，司ト集団であり，一つは modal 

personaliti田と呼ばれ，社会体系の中で最高の地位と権

力を打する具体的諸個人であるc 社： ：2:c·,•,•,rl'ttとはこれら三

.• 占的壊する過程であるが，よりii目的りには或存の社会

イド系の中で指導力と身分のた法'itを11十＜＇.，支配階級エリ

ートに向けられる。

よ二うした社会体系の崩嬢過程は，また同時に新しい組

織形成と，それを支える新しいエリートの育成過程でも

ある。

よ主体的に中国においては，前記の社会体系を支える三

つの核心的要素として，儒教， lancledgentry （地主，郷

市＼1.IVit，：指すものと思われどJJ，父糸家悦、がちえられ，それ
らは相互に三位一体をなしでしたとレう、ところで， Irl

' ') . ト層としての landedgi,ntry f上限泡的には土地所

{Jに付する高い依存度によ yて地域n：刊本系（localiz四1
判 cialsystem）と緊密に，｝l;ひっきたが「）11,1家の支配階級

宏なしていたが， 19ll年の辛亥箪命以後，国家に対する

つながりを欠っていった。またエートスとしての儒教は

五間運動に上って崩j哀した。さで， landeclgentryがL

部構造としての国家とのつながりを失ったということが

］什＼l)午の中国革命におU、：：.：＇Htかじ有j¥,!Jo、という業命形
i@, ｛と必然的なものにさせた）111tl］であるという。すなわ

ら，！1~家的基盤を持たないがた〉ヘに北山ヤ南京での政変

は，かえって land町lgentゥになんの打撃も与えなかっ

之。したがって，ロシア革命のような政治体系の頂上打

破によっては中間の旧エリート揺は滅亡せず，逆に温存

されてしまう。こうして中間裂革命が結果されたとい

フ。

以上の蓉宥の中関型社会分析については次のような疑

念が残る。

川析しいエリートの育/Jえの1:11:,1:rtru,1ま蒋介石の国民

主ぷ，1会革命としての中間本命の •rで，その担い手とな

りえなかったのは，新しし、位以が新Lし、エリートを必要

とするということを忘れて， lflェリ」ト習に頼ったため

であるという。ところで，問題なのはこの「新しし、Jと

いう言葉の意味である。著者はここに階級的要素を入れ

てこようとしていない。このため，：答者の社会革命概念

132 

11,'¥-わめ仁！｜歴史的なものに題してしまうのこのことは

iをりみるkうに，苓者がイデオ HVーを iーかんの大衆へ

の働きかけとしてのみとらえようとす一ること，：主た最後

の村落の望訟で，本命前中国農村を停滞的なものとしての

みとらえようとすることなどと軌をーにするものであ

る。こうした斑白から箸脅は，！権f命直白iJの中国農村にお

ける階級的対立の契機を見落とすこととなり，中国革命

の新民主主義：革命ないし社会主義革命との関係の問題を

児！人 〉てU、ノヘ

川'fr許l主I'll1年の辛亥革命で］；rn恥《igentry t,，国家と
れ勺ながりそ尖ったとャう。その立l¥,J；ごするとこ乃はおそ

んく字女革命以後，；務介石を中心とした同）.：.’夜桜が，国

家波：ti合政治・経済面で行なったことに上っし landed

gentryが国家部門から締め出されたことを指すのであ

ろう。しかしこれが岡大家族と landedgentryとの階級

的結びつきを否定するものだろうか。事著者はロシア型の

'"Ir£命形態から中国型革命への転換の係閣をここに求めて

L、乙ぷ， J<J:!7,4三までの中国における郁！！？グロレグリアの

I（命、吉正）］をみるだけでも，たとえifJ；〔｛免鉄道ストライキ

i);[I＼漆派WI／曜の強:tEfーによって破取されたtうに．都市ソ。

ケリ Ti（命が失致した原因につU、ては， 1 リート層

1 hndcd gentry）がIH'J誌とのつながりた失っ／こからなど

という簡単な班由では阿見明されえないものがあるのこの

解明には軍閥と四大家族と地主と帝国主義といった諸勢

力が織りなす複雑な反苦手j勢力が都市に存京したことを考

えなくてはならない。

C il'ぺ l〕 T・ノ、←ソンズ， N・J・スメノνザ一軒，

f；：小I)]' a沢『絞済と社会』 J,[! (t【渋現代主書，1965

'I ），べ ソンズ・シノレス編者，永）！・ 1ブIIll• 橋本共訳

Ii i I Yド伝（； )'j＼論告とめぎして』 （11 ;f~、三十，：r,,n,11r1手1135年）

行！にi'if＼＇.社会学的）討議 0)代表｛叫がいpれる。

en 2 > マックス・ヴェーパー；弘前i!IIIfb、こ！if,訳『儒
教とj也教』（治水弘文堂書房，附和42｛μ）のうち「世界

宗教の経済倫Jll!Jの章参照。

頂

さと，こうして社会体系が破接されると1,,J!l.'jに組織形

戒がエートスをイデオロギーに代えながら行なわれてい

：わけだが，これについて著者は次のように説明する。

綿織と社会体系との相違は， f!fjでr,,-:IJ；臼的志向的である

のに対して，後者が価値志向的であることにある。この

ことかち必然的に，組織はイデオロギーに支えち；／1，社

会体系はエートスに支えられる。さらにこの目的志向的
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というととかむして組織は階級や個人とも違って，より

怠織的に創られるものである。それゆえ階級および縞人

レペルでの fデ、オロギーが必子しも惣織的に体系的であ

必要任持fこtn、のに）（Jし削減し人11v'Jイデオロギー

;J,i/;!J記念（ideas〕の体系化午i1BじでEi松下j流ーーを獲得す
,, c'）てなくてはなムない， I：：にそう I.！：こ体系的諸概

午；：II｛；した行動にtって組織itf:1],,,ft,j守！'Ff，ぎれるのであ

ごころで，ごの体系的滞債L~：；にはぶむなね二：つの機

能的分化がみんれる。すなわt，.一つは｛1'耳鳴的行動手段を
Jj・えることによ－，て行動と直接的に結びっく概念（prac-

tical ideology）であり， 一つは組織員の忠海形成を方向

づけることに上って間接的に行動とがiびっく概念（pure

ideology）である。中［44では，pureideologyに「JJrrnilff」，

pr;il'ti山 iideologyに「J思だリど v ,.・, ＂桜台あててし、る

L , , ¥ わば pureideology ;t{illif1{i会を， practical ideo・ 

I，叫；ti日範を叙述する。さ「pに庄内it LiJi'.東の認識論

I~ I Iとがって，思想と理論（！，l:P1.i1li1駐日ニ 日ては，理論

を実践に結合させることによって忠，出が生まれるとい

う。具体的には理論に照して現実状況の中からさまざま

な矛盾を発見し，そのうえでその矛府を解決するための

行動の選択を行ないながら，それをlボ理（すなわち思想、）

に主で高めるわけである川2J。その際，rf'l主1におL、ては，

γ口ギ一の発展は理論1111乙itt；士＼＇／，

1'1iに;t;1,、てのみρJ能f生を持， 1, . 1 .·~ I; Jl!',f;,i[iijでの発民の

iutJ;j’｛（I：したのはスターリ，主 ccあ Jて｝それ以後の
ゾ＇E八（1宰正主義の深化から， q，日、；tソj,jlc';主張するプロ

Lγ リーー的価値に対する壊r{~: J 'r t》：:tt v，，強調点を農

業，軽工業に移し変えつつある。

いずれにせよ，こうした要素からなる総総イデオロギ

ー乞思想改造および閉鎖的コミュニケーション（閉鎖的

とは組織内でのみ通じる用請を用いるというほどの意

叫ん γ ス・メディアなどを通じこ全体イプオロギーに高

めてL、こうとする。

). I. I二がイデオロギーに関する ti/¥n;11irをあるD 問題

,<¥:':'ii；に述べると，

川；'frrは組織イデオロギ の基礎が／10レタリア階級
のうちに存在する必然性を認めない。したがって，階級イ

デオロギーと組織イデオロギーは，概念上区別されてい

る。箸者は組織イデオロギーが逆に現実の中に階級的状

況をつくり出すことに上ってプロレダリア社会の基盤を

かl泣十るのだと主張する。 Lかし， 11可ピアメリカ経済社

ニコド行ハへーグンがいみじ：もい vJこよらに，たとえど
/c,hに1下新的自l随的ヱ手／lギー／，＇； f見＇・！＇： (.: ）き動かしてい

ニエニ饗； 都

るようにみえてもそれは単に現実に存する潜在的契機を

顕従化するにすぎなし、のであって，およそ利容状況

(Inter削 senlage）の存しないところにイデオロギーが基

礎かj.'J'ちうるはずがないのである川引。ヴ

〔：［月、；土主jL、てιライデオロギーはそうした利’士状況に}l:i
fc;./, )Ji,',J-5けないし｛起進力を与えるにすぎないのである

いiI¥, 1¥f'iのこうした視点はけっき J:＼‘現実状況を社

会作よれと等院して，それを静態的なもの土してとらえ，

それと対立的に，組織のみを意識的創造的な現実変革力

と称えてしまうところから生まれている。

(2）以上のことは著者の組織イデオロギーと ;c.－トスと

の慨念的区別の不明確さとも関係がある。答者の定義に

よれば，広一トスとは社会体系を統一する「文化Jであ
り，そこ治‘ム「f1Uiflむと「規範jを生ずるものなのだが，

んで組織 fデオロギーを「価値J叙述の pureideology 

.1:: ,¥1.約j叙述の practicalideology iこ分知しているこ

とカ‘c','t，わかるkうに，著者はエ」 トスEfテオロギー

を機能的には同一物とみているとしか思えなし、。しかも

なお，イデオロギーにのみ変革力をみようとするにはエ

ートス慨念についての説明が不足である。

組織イデオロギーの変革力は，それが実践を媒介とし

て成りたってL、るとし、うところにあると思うのだが，エ

1、スにあり亡も，たとえば、プ。ロア ζ ；！ 〆子｛スムのよ

うた）l,li',, 1,, r：土常iこ実銭lこよって i1i正し1を獲得せね
,U：.，・，なか／イこことが考えられねばな；二ないriいu 概念

iのあL、亀上し、さからエ一トスとイデf!1 ，＇（＇ぜ一企附 t色的に
＇：：》え f主二）：が分祈を非歴史的tJ.'(、ぴ）にし

f千雪えれば、，マルクス・レーニン主義や毛沢東足、怨、をエ』同

トスとしてとらえi立すこともまた意味のあることではな

かろうか。それによってそうしたエートスがどのような

利省；状況を背景としていたかが考えられることになり，

分析はより照史的となる（目6）。

(: I ) 抗体的に中JJ,jにあっご i.:1' ・J' ' " ¥'' は次

r ＇！ ム t；安濯をとげたという（p.'.!4)o 

pure ideology practical ideology 

" ・; ,, 'r i •1 ノιt1945）マルクス・レーニ＞ l長 L J' lt' 思虹）
:¥1 8 ,•i 主 lla 大会（1956）マルクス主義レ山ニノ主義

1960'1. 悦マルクス・レース J主義一L 沢東忠世i

( it 2) 著名U：この過程を次のように図示してい

くJ。
イデオロギー創造の過程

n, ；治！！実 }(: 想
II 

I iJ＇.来思想、
d
v
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寄評

（注3〕 EverettE. Hagen, On the 11ieory oj 

Social Change: How Economic Growth Begins 

(I I口mewood,Ill. Dorsey Press, E!'i:!). 

（注4〕 M.Weber, Gesammelte .11uβatze zur 

Religionssoziologie (I Ttibingen), S. 25:3.あるし、：.i 

+o ;i!l宏訳，』1，・l元補1ii片！問考雪よい： rtンヌーぬ土仏
教（1）』〈世界以教の経出倫理II），仏 iI 書房， 19日年），

9～50ベージ。
（注5〕 M ・グヱ宇一，、一著，提iI，・大塚久yuプ P
-,c-i、タンイ；スムのね死と資本 L.i'{ 'J精神J, L・下

（岩波書店， 1962年〕。

（注6〕 {!: ；，；一彦「 l，，，：東思;¥J.lιノこらえJJj ( j'事命

と伝統』（iii!土中協 I人 ロじ摩書房ラ 1967年） i; UJ｛京

忠、:t!.i.をエートスとしてとらえ直すことによりゼクトの

1:ti泌を提」三人ご興味聞い》

IV 

次に組織分析に移るわけであるが， 1"ifi述した上ろに著

者は，以下の各，;zの論理的1!I互連関を明確にしてし、なL、
が，わたくしなりの解釈を加えて，まとめて論じてみるc

fデオロ Vーが具体的に：重／Jく場と Lての組織には，党，

如何，企業（：1づけが汚えられてし、ら こうしづ誌を考

えるに当たり，前提として，国家と社会（大衆）の相違，

政策と運営の1!l廷が強剖される。

七ず国家とれ会の相ょ主についてc l斗京は干士会｛大東）か

ら自己を疎外していく国有の傾向を持つが，それは官僚

出i］；ご付そう必？：， lごあるョこちし之官僚；；；，J{L:t,－つの組織が

命；，促出体（（山口1mandissuing body，，こ転化すノユことに

よづて，命令の具体的技術の取得のみが問題となり，命

令の内容自｛仁川；（定に革新的創造性ーを発揮する竺とが，

lt]t,ffiになる三日ら生子ろ｛政府が二ぺした意味？官僚

制化の傾向を持つ国家機関であるのに対し，党はそうし

た国索機関の外に立って それを指導するもの止して・-t,.’

:{L寸る。それ際，党は大衆路線のおli＇：【よ！？学のもとに命令

の内容自体の決定を行ないつつ，大衆と接近することに

よって国家と社会の矛盾を解決する機能を持つという。

つぎに政茶と運営のキti;主；.こついて－， Iι！家と社会の矛j舌

が，いわば政策に関係するものであるのに対し，政策が

企業（経営体〉に下された後では，その攻策H的にそっ

てj)g：：，「手段がHf本的にY;えふれねが！（，，ない。企業の組

織的統ーを維持するた♂｝には，このii的と手段が結合し

ていなくてはならないが，必ずしも常に結fi"'n，期待しう
乙とはかぎらない。なぜなら目的l工f1fli(!1'1と関係する三と
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から，そのいわば人間的側面iをぬぐいきれないのに対し，

手段は行動の合理性を志向することから，技術的側面を

：手っかじむある。

このことは， 1{1共内の本質的矛盾の一つである共産正

義的価航（red）と噂門技能（expert）の対立の具体的現

われである！それりえ，一方P政i策決定過h＇に関与し f二

党が，他方で運営過程にも，どれだけの関係主持ちろゑ

かによリて経常体内での reelと expertの優劣が決定さ

~1, るこ）うになる（／！＂ I '., 

著者の組織分析はだし、たい以上のようなものだが，次

に少しく批判的見解を加えさせてもらう。

(I）著行itiF~家と干i会の矛盾に関係して，現代社会＇.＇.＇j: を

次のように批判してヤる。すなわh 現代社公学は全i会

を統合的実体としてとらえてしまうために国家の意味を

ti：会体系維持に機能的にみて不11f欠な政治的ド部体系t

lてしかEムえず， Jt:Ni主義体（じりが「国家役',iiljJを不必

要なものとし，それを消滅せしめるという論理を説明す

ることができないfLろのである。この批判l’if本は正以

んえたものと思う。＇：－ソンズに代表される現代社会，•；ど

は近来動学化の試みがなされているとはいえ(rte2）本質的

には均衡正午論に源た発Lていろかし，国家が社会かム！＇ I

L ＇.を疎外していく’ド態を分析ずる二とは濁蛾モある。 L

かし著者自身の分析もまた，こうした現代社会学に固有

な欠点かん一歩もI.I＇，ていないと慰う。著者の論理を簡単

にいえtt，組織過Nーとは，政策内ず干の決定→iifr令→運’ぷ

→チェックということになるが，おのおのの過程は組織

内および各組織聞の統一（均衡）を維持するためのいわ

i f機能的要付ーとな円ーとし、るとヤ yてよい。

たまたま箸者が引用したエンゲルスの国家と社会の矛

盾（p.114）とは，蒋者・のいうような官僚制化からのみ生

ずるもの（はなく，本肢がJなのはむしろ私有財産に伴う

階級の存在であったはずである（／l3）。イデオロギーのと

よろでもふれておいたように，著者に階級視点が欠けて

いるために，ここでも分析はきj) i/Jて非歴史的となっ亡

し、る。

(2）大衆路線について。著者は現在（文化大革命直前〉

び〉党を支える組織JJ;u1pcイデオロヨγー〉を1956年9月！｝）

;g持回全国大会で採択された党総i仮に求めてし、るが， ζ
のときは毛沢東思想、がイデオロギー的に降等していたと

きであるけ心。 「全体として第HH全国大会の主張は大

役路線であー》た」（p.L.:fi）と著f,-fJv、うが，これとマル

クス・レーニン主義が当時 pureと practicalの二つの

fデオロ寺ーを占めてヤたとむ、ろお者の桁協はどのよう
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に1設なるのか（注5）。蒋者は根拠として， 1949年の毛沢東 史学派を湾定するものとして登場したことを思えば，そ

のモスクワ訪問をあげ，それ以後中国がソ連のイデオロ もそも社会学と歴史学との関連は今なお古くて新しい問

ギーに譲歩したのであり，その現われとして，中国革命 題なのであり，著者のように概念上の定義をあいまいに

をすバての革命運動に適用可能なtの竺して主張する点 し穴主主，近代社会学的用語を安易にmいる竺とは批判
どれり Fげたが，中ソ決裂i0:の士見tiで：上この主張が再興 に航すると思う。

L、るという。しかし二のことからどけではイデオロ (ii l ) 拝者は expert的＇｝！.＇主治川、ちばん t冷かった

'(--11'J，こどこまで具体的日表示があず＇／－山がが明白でな 人 1%2～55年におけるワ／♂／がれて r，リたとい

本質的に工業プaロレケ iiアに革命の ζ体をおく "7JI, -, ' ；山色味jるところは，符労働れがii分♂〉仕事.I:

ヴス・レーニン主義と大衆路線はどのように妥協が可能 J＞位監と道具に責任を持りということであって，いわ

であったのか。先にもふれたように著者はイデオロギー ば経併に関する単独責任制である。このため党は経併

を社会体系とは外在：的なものとしてとらえているが， ti: に「11:-はさむ余地を失ったのである（p.308）。

会体系に内主E的な大衆的変革の契機とイデオロギーとの Ut:2) 小室直樹「社会動学の一般型車論構築の試み」

関係が分析｝：欠溶しているところで，はたして大衆路線 （『思惣ム1966年10月， 12月）はその典型として注目に

が ，： rオロギーとして持－－，71c1・1の01止が明らかとなるで Yi 1 -".," 

わろか。 (ii.:;) ヱンゲルス「家族，右、frH十度f：上ぴ国家の

託、じていえば，本苦手は¥:'.I:’ぷなtit特i資料をもとに，社会 ,h' 1IJ:i I (T ＇ルクス・エンゲノレス ｝£itJ, :xi 1 :i巻，犬月

下（i'J"fu法をもって現代中p,Jにせま..と力作であると恋 ,lf!,1，貯ぇ）， •176ベージ。 fな；J'3, kぷ分のllf更iしつ国家に

九 111同研究を始めて日（！），ι、わにく Lには豊富な事実 ; ; • ,: u，国民にあたえんれら陥不ij!! ; ti i ／オーに Lたがつ

について客観的評価を下すカがなかったので，論点が著 て段階づけ ：，れている。このことによって直接表明空

宇干の分析手法に傾いたきらいがあったことをお許し願し、 れることは，国家が無所有階級にたい寸匂る所有階級の

たい。著者の分析手法については，従来のアメリカの社 似＇il街組織である，ということであるJ

会学者が後進国理論を扱うとき，ややもするとパーソナ 〔i.l4〕 Ill ,?) (if: 1 ）参照。

II午｛分析に偏するのと’；・，二て， 抗行ぷとにかく， R聖

'l'li'J分析に近いものを行tcお弓としf：三とは評価してよ

十 ただし，近代社会学内(111船長，.，..γ ーベーがドイツ懸

' I ;, ) 置の(iJ1 ）参照。
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